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「骨格提言」の完全実現を求める大フォーラム実行委員会　編

発刊にあたって

　2015年10月29日、現在の実行委員会体制での3回目となる、「骨格提言」の完全実現を求める大フォーラムを日比谷野外音楽堂で、開催することができました。

ご参加、ご賛同、ご協力いただきました皆さんにあらためて感謝いたします。

　憲法違反である障害者自立支援法が2005年10月31日に強行に成立させられた怒りを忘れないためにも、この10月末の日比谷集会が重要であるという大フォーラム実行委員会の思いは、障害者権利条約の批准以降も続いています。

　そして、総合支援法3年後見直し法案が、「骨格提言」を踏まえていないことも相まって、政府に対して、しょうがい当事者・関係者の怒りをぶつけていく闘いの重要性は、ますます大きくなっていると思います。
差別解消法が施行されようとも、「骨格提言」の実現がなければ、権利条約は絵に描いた餅です。総合支援法見直し法案が審議される今年こそ、声を多くしていきましょう。

昨年の大フォーラムでの声をここに収録し、今年の大フォーラムや権利条約・骨格提言を実現するための運動に生かしていければ何より幸いです。

今年も大フォーラムへのご参加・ご賛同・ご支援を何卒よろしくお願いいたします。

· しょうがい、しょうがいしゃ、しょうがいじ　の表現について

2016年3月21日の大フォーラム実行委員会において、原稿の中で、統一されていない、障害者、障がい者、障碍者などといった表現を記録集においては統一するべきではないかとの提起があり、議論の結果、今回は「しょうがい、しょうがいしゃ、しょうがいじ」とのひらがな表記に統一することになりました。ただし、法制度上の名称や固有の名称については、もともとの表記にしておりますので、例えば「しょうがいしゃが、市の障がい福祉課に、障害支援区分の申請を行う」というような記載方法になっています。

これは、大フォーラム実行委員会としての統一見解ではなく、今回の記録集においての試行ですので、ご意見頂戴できれば幸いです。

なお、巻末の集会決議については、すでに採択されたものですので、「障害者」の表記をそのまま記載しております。加えて、発言者が「障害者」等の表記を希望する場合も、その表記で記載しています。

何卒ご了承のほどお願いいたします。

2016年4月
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《プログラム》

司会　盛田容子さん（怒っているぞ障害者切すて全国ネットワーク）

李　幸宏さん（町田ヒューマンネットワーク）

主催者あいさつ
横山晃久 実行委員長

経過報告
古賀典夫 実行委員

連帯アピール　弁護士　藤岡毅さん／DPI常任委員　金子和弘さん／

参議院議員　山本太郎さん

【リレートーク】

①
障害者虐待防止法の見直しに向けて　小田島栄一さん(ピープルファーストジャパン)／石田義明さん(自立生活センターグッドライフ)／山本眞理さん（全国「精神病」者集団）／ほか

②
心神喪失者等医療観察法（予防拘禁法）を許すな！　関口明彦さん（心神喪失者等医療観察法（予防拘禁法）を許すな！ネットワーク）

③
生活保護を切り縮めないで　　大河内知彦さん（このまま進むと困っちゃう人々の会）／川西浩之さん（HANDS世田谷）

④
障害基礎年金があぶない　高見元博さん（兵庫県精神障害者連絡会）／岩﨑晶子さん
⑤　65歳 介護保険を押しつけるな　白石清春さん（NPO法人あいえるの会）

⑥
谷間のない何病者支援に向けて　篠原美恵子さん（筋痛性脳脊髄炎の会）／橋本裕子さん（線維筋痛症友の会）
⑦
障害者の存在を否定する優生思想にNO!　 NPO法人ALS/MNDサポートセンターさくら会（川口有美子さん／橋本操さん／酒井ひとみさん／岡部宏生さん）／見形信子（神経筋疾患ネットワーク）
⑧
インクルーシブ教育を進めるために　殿岡翼さん（全国障害学生支援センター）
⑨　特別アピール　日本脳性マヒ者協会「全国青い芝の会」　大橋邦男さん
【地域からの報告】

1 地域でくらすための東京ネットワーク　西沢光治さん
2 介護事業所あい・あんど・ゆう／障害者介護事業所「あい・あんど・ゆう」つぶしを許さない救援会
3 茨城県つくば市での介護保険優先との闘い　沼尻かつえさん
4 福島から　橋本広芳さん（NPO法人あいえるの会）
集会アピールの採択／シュプレヒコール／行動提起

【主催者あいさつ】　

○横山晃久 実行委員長

　みなさんこんにちは。「骨格提言」の完全実現を求める大フォーラム実行委員会の横山です。

　昨年、国際的には、障害者権利条約を日本政府が批准して、少しは良くなるのかなと思ったのですが、国内的には、条約の趣旨に逆行して、当事者を排除したところで何でも決まっているように思います。

　世界のしょうがいしゃ運動は、「私たち抜きに、私たちのことを決めないで！」というスローガンを掲げ、それを国連の障害者権利条約に結実させました。日本においても、２０１０年に発足した「障がい者制度改革推進会議」では、その構成員の過半数を障害者とその家族の代表が占めました。この推進会議はそうした構成のまま「障害者政策委員会」となりますが、安倍政権は、この政策委員会の構成員から精神しょうがいしゃと知的しょうがいしゃの代表を外し、政策委員会の意見すら無視するようになります。

　他方、介助制度など、しょうがいしゃの生活に直結する審議は、もともと当事者代表が少数の社会保障審議会・障害者部会で行われています。現在厚生労働省は、この障害者部会に対し、一部の有識者委員をも使って、制度の大改悪を容認させようとしています。言い過ぎかもしれませんが、市区町村の「自立支援協議会」なども行政主導で進められて、当事者があまり入っていないようなことを耳にします。

　障害者自立支援法違憲訴訟団と国との間で「基本合意」を締結、裁判が和解された後、「障害者自立支援法訴訟の基本合意の完全実現をめざす会（めざす会）」と国は定期協議を重ねてきましたが、「障害者自立支援法を廃止し、新たな総合的な福祉法制を実施する。」という約束はいまだに果たされておらず、国の政策は基本合意をないがしろにするような方向に進んでいます。

　これはまさしく、アメとムチの使い分けだと思っています。権利条約の批准、差別解消法による合理的配慮など、一方で良い事を言いながら、一方では生活保護や年金を切下げてきたり、しょうがいしゃに対する虐待問題も後を絶ちません。またしょうがいしゃ制度と介護保険の統合もどんどん進めようとしているかに思えます。また、難病対策も私たちの要求に反して、病名で排除されるという谷間は残されたままです。

　そして、出生前診断の拡大や「尊厳死」法制化の推進など、しょうがいしゃを抹殺するような動きも見られます。

　そして、「戦争法案」と言われた安保関連法が強行採決で成立され、戦争への道をまっしぐらに進んでいるように思います。それは何を意味するのか、文字通り、「国に役に立たないものは死んでくれ」といわんばかりであり、まさに優生思想そのものです。

　そしてまた、マイナンバー制度が実施されますが、「社会保障の充実」という当初の表看板はどこへやら、社会保障の利用料徴収や管理・監視社会を強める国民総背番号制化だけがどんどん進行しているように思います。

　こういう動きに対して私たちは断固として怒りの声を出していかなければいけないと考えています。今日は参加された多くの皆さんとこの思いを共有する集会にしたいと考えていますので、よろしくお願いします。

　私たちしょうがい当事者の怒りの声を、国会や議員に向けてのメッセージとしてぶつけていきたいと考えています。私の考えは「継続は力なり」と思っていますので、毎年毎年こういうフォーラムを続けていこうと思います。どんどん輪を広げて、日比谷公園を埋め尽くして、みんなで国会を包囲していきましょう。ですので、来年も続けていきたいと考えていますので、皆さんよろしくお願いします。

【経過報告】
○古賀典夫 実行委員

◇経過

●
2013年10月31日、弁護士会館において、現在の大フォーラム実行委員会としての初めての集会。参加者300人。

●　2014年10月30日、日比谷野外音楽堂で、大フォーラム。参加者850人。

●
2014年11月、大フォーラム実行委員会、総括会議を行い、集会報告のためのニュースを発行。以降、2015年1月、3月と会議を行い、4月からは毎月会議を行う。

●
2015年4月21日、厚生労働省が設置した「障害福祉サービスの在り方等に関する論点整理のためのワーキンググループ」の報告書が厚労省ホームページで発表された。障害者総合支援法施行3年後の見直しに向けたもの。「国の財政健全化との関係」、「サービスの効率化・重点化」という文言も記載されている。

●
4月27日、財務省主計局「財政制度等審議会・財政制度分科会」に、「社会保障」と題する文章が提出された。介護保険の要介護1・2の人を介護保険のサービス給付対象から外し、生活援助、福祉用具、住宅改修などを「原則として自己負担（一部補助）する制度に切り替える」こと。利用者負担2割の対象者を増やすことなどを記載。障害福祉については、総合支援法3年後の見直しに当たって、家事援助について介護保険と同様の見直しを提起し、介助制度に利用限度額を設けること、利用者負担の見直し、障害支援区分の判定が軽度に出るような判定方法の見直し、などを記載。

医療については、高齢者の窓口負担を2割としていくことや「受診時定額負担」の導入を記載。生活保護については、「医療費の一部自己負担」、「保護受給の更新期の設定や、正当な理由なく就労しない場合の保護費の削減」、生活扶助基準のさらなる見直しなどを記載。

●
4月28日、厚労省「社会保障審議会・障害者部会」開催。この部会において、「障害者総合支援法」3年後の見直しに向けての議論を開始。

●　5月5日、大フォーラム実行委員会で、この主計局の方針を議論。

同月、大フォーラム実行委員会、前年10月30日集会の記録集発行。

●
6月1日、財政制度等審議会の「財政健全化計画等に関する建議」（以下、「建議」）発表。社会保障について、主計局の提起を受けた記載となっている。

●
大フォーラム実行委員会、財務省関係の社会保障改悪方針について批判するパンフレット発行。

●
6月30日、「経済財政諮問会議」（議長は安倍首相）が「経済財政運営と改革の基本方針2015」を発表。社会保障については、歳出削減の重点分野とされ、財務省の方針を受けた内容が記載されている。「尊厳死」の推進となる内容も記載。

●
7月7日厚労省「社会保障審議会・障害者部会」に財務省や「経済財政諮問会議」の方針を資料として提出。

●
7月、大フォーラム実行委員会、政府の社会保障切り捨てを批判するパンフレット第2版を発行。

●
8月13日、大フォーラム実行委員会、緊急アピールとして、「障害者も安保法制に断固反対します」と題する声明を発表。

●
9月3日、大フォーラム実行委員会、厚労省記者会で記者会見。その後、厚労省と財務省に申し入れ。厚労省前での街頭宣伝を行う。

「戦争させない・９条壊すな！総がかり行動実行委員会」の国会前行動に参加。

●
9月25日、厚労省「社保審・障害者部会」に、改めて財務省などの社会保障切り捨て方針を資料として記載。また、しょうがいしゃの利用者負担の少なさを強調する形で、介護保険、医療、保育料などの利用者負担と比較した資料も載せている。

●
財務省の資料の中では、しょうがいしゃの家事援助について、「地域生活支援事業」に移すことや制度外にすることを検討すべしとしている。

●
10月9日、財務省の「財政制度等審議会」が「財政制度分科会」を開き、社会保障切り捨ての行程などを議論。これまでの方針の上に、さらに、介護保険では、利用者負担を基本的に2割とし、毎月の支払限度額も引き上げる方針を示している。しょうがいしゃの制度についても、利用者負担引き上げ、放課後等デイサービスの利用回数の上限設定などを記載している。医療や介護保険などの法改定を2017年の通常国会とし、生活保護については、18年の通常国会としている。しょうがいしゃについては、来年2016年の通常国会に法案を出すと見込まれる。ここで、改悪を阻止して、骨格提言を実現する闘いが、ほかの社会保障改悪との闘いにも影響する。

●
10月15日、厚労省「社保審・障害者部会」に、9日の財務省資料を提示。

●
28日、大フォーラム実行委員会、「人間らしく生きたい　まもろう憲法25条～10.28生活保護アクションin日比谷～」集会に参加

●　29日、大フォーラム集会

★今後

●
11月10日14時～「11．10基本合意・骨格提言の実現をめざす全国集会」が国会議員会館で開かれる。「自立支援法違憲訴訟団」のこの集会に結集しよう。

●
厚労省「社保審・障害者部会」の報告書を今年中にとりまとめ、来年の通常国会に法案を提出するものと見込まれる。この動きに対して、今日の集会からさらに運動を強め、連帯を広げて、闘いましょう。

【連帯あいさつ】

○弁護士　藤岡毅さん

皆さん、こんにちは。今手もとに持っているのが、財務省財政制度等審議会税制制度分科会、10月9日開催資料というものです。これが厚労省社会保障審議会障害者部会に毎回のように配布されて、この路線で日本のしょうがいしゃ福祉を決めていきましょう、という流れが今着実に進んでいるわけです。その資料の中で、例えば「利用者負担のあり方」これについて検討する必要があるという資料があります。利用者負担の推移が書かれています。障害者自立支援法が始まったとき、当然応益負担、一割負担だった。それがしょうがいしゃ運動の力によって、当初特別対策が行われ、利用者負担率は4.2％まで下がった。そして2010年4月レベルでは0.3％まで下がっていると、利用者負担のある人は。86％の人が負担がない、今は93％の人の負担がないという辺り、0.2％しか実質負担がないということに赤い丸がついて、「これは問題だ」ということで財務省及び厚労省がこういう方向で制度を見直せということで動いているわけです。まさにこの2010年4月、こういう形になったのは何でかというと、障害者自立支援法違憲訴訟団と国が2010年1月7日、基本合意を締結し、そのとき国は障害者自立支援法を廃止し、そして少なくとも廃止するまでの間、すみやかに低所得者についてのしょうがいしゃ福祉についての利用者負担はなくします、ということで応益負担の撤廃を約束しました。第二項には自立支援法の総括と反省、しょうがいしゃの個人の尊厳を傷つけたことを反省し、その反省に基づいてしょうがいしゃ政策を行いますと約束したにもかかわらず、まさにそれと反対の動きを露骨に示していると。かってないしょうがいしゃ福祉に対しての暗雲が立ち込めていると言っていいと思います。かつては厚労省を相手に交渉をしていればよかったものが、もう財務省という大きな力が働いてきている。あるいは権利条約の批准ということを踏まえて、政府報告がもうすぐまとまるわけですが、その政府報告案には骨格提言の「こ」の字もなければ、基本合意の「き」の字もありません。私は先日27日には外務省の外務事務官に会いまして、この中に骨格提言の実現及び基本合意の遵守を入れろということを文書で申入れ迫ってきたばかりです。この通り、我々は新たにもう一度力を、みんな結集して、陣形をもう一度つくりなおして、大きな力に立ち向かっていかなければならない時期に来ていると思います。皆さんホントに力を合わせて、この場面を乗り切っていきましょう、がんばりましょう！

○DPI常任委員　金子和弘さん

みなさん、こんにちは。DPIの常任委員をやっている金子です。今日は、私個人の考えていることを少し話させていただきます。私は45年前からしょうがいしゃ運動なるものに関って、いろいろなしょうがいのある人たちと様々な運動をやってきました。そのときに気がついたのは、しょうがいの課題とは、どうしても就労の問題に行くことでした。私のような重度者にとってはあまりにもかけ離れた課題でした。そんな話を聞くたびに自分の存在が疎ましくなってきました。そんなときに青い芝の会に入会して知ったのは、横塚晃一さんの「CPとして生きる」という文章でした。頭が真っ白になって、何と言うか仏様に救われたようでした。あの頃は年金もなく、介助保障もなく、頼れるのは生活保護くらいでしたから、自立生活をやるためには運動をやるしかなかったのです。しかしその運動は差別されていることに怒りのような激しいものでした。ここにおられる白石さんなんか先頭に立ってやっていましたね。かっこよかったな。

その結果、今は改めて考えてみる必要が、良くも悪くもあるのではないかと思っています。80年代半頃から時代の変化もあり、しょうがいしゃを取り巻く状況も変わり、制度的にも緩和されてきた感じがします。そして近年、国連の障害者権利条約を批准するために国内法の整備を進めていくために、しょうがいしゃも議論の中に入って作ったのが、あの「骨格提言」だったと思います。私なんかは単純だから、涙を流して感動しましたね。今までのしょうがいしゃの歴史になかったことだったからです。その貴重な「骨格提言」は国の蔵の中で、いびきをかいて寝ています。なぜそうなるかと言うと、日本のお偉い人たちが蔵から出してくれないからです。皆さん、どうして出さないのか分かりますか？それは、あれを出すといろいろな法律を変えなければいけなくなるし、国民の混乱が起きて大変な事になるというわけです。要するに国民はまだ障害者のことを理解せずに、「かわいそうな、気の毒で、迷惑かける、やっかいな者」だと思っている限り、なかなか出せないと思います。日本ではなくなるような錯覚をしている役人もいますからね。でも私はまだ望みを捨てていません。いつか必ず出してくるだろうと信じています。それこそ、それはこれからの私たちの闘いにかかってくるということです。そのやり方はいろいろあると思います。例えば、国の役人と呑みに行ってもいいし、要望書を持って行ってもいいし、何といっても地域の人たちと関わり交流して、私たちの存在を知らしめることです。最後に今、時代が大きく変わろうとしているが、私たちの運動が、あるいは団体がなくなってきたときが本当に私たちが解放されたときだと思うので、皆さんもう少しがんばっていきましょう。ありがとうございました。

○参議院議員　山本太郎さん

どうも。「生活の党と山本太郎となかまたち」なんてふざけた党名なんだと思われる方も多いかと思いますけれども、やっている政治活動は至ってまじめです。700人以上いる国会議員のうち、ほぼ一人ぼっちのような状況なんですけれども、私、一人で牛歩をやったり、そして今日来ている国会議員も私一人、どういうことなんだって話ですよね。「骨格提言の完全実現を求める」。60もの提言を行っているのに、たった一つしかかなっていないという状況、あまりにもおかしいだろうと。書いてあるとおりだと思うんです。「私たち抜きに　私たちのことを決めるな」。今の政治の典型例ですよね。当事者の声をほぼ聞かずに、分かったような顔をして、自分たちで決めていってしまう。決めていっている内容は何かと言ったら、全てコストダウン。今の政治がこの国に生きる人々に求めるのは、生産性が第一。生み出さない人間は、すべてコストとみなされてしまう。あまりにもおかしいですよね。憲法と違いますよね。この国に生れれば、生きているだけで価値がある、ひとりひとりが重要な存在なんだと、多様性を認めることを実現していくことが政治の仕事なのに、真逆になってしまっている。あまりにも悲しい現実ですけれども、これを変えていけると私は信じています。何よりもですね、運動体の中で一番本気であるしょうがいしゃ団体の皆さん。この皆さんとも手をつなぎながら、この国の不条理をひっくり返していきたいと思います。

身体しょうがいの方、精神しょうがいの方、そして知的しょうがいの方、全てあわせると800万人近いんですよね。で、800万人というと、参議院の比例とかで考えると、6議席は固いんですよ。6議席から7議席は固い。ということはですよ、皆さんの代表を6人、7人国会に送り込むことができるんですよ、ね。だとしたら、ここに国会議員ずらっと並んで「よろしくお願いします」と頭を下げなきゃおかしいんです。そう思います。この国に生きる人々の中で、特に弱い立場におかれた方々に対して、どうやって光を当てるのかを第一に考える政治を、これから作り上げていきたいと思います。そんな偉そうなことを言いながらも、私山本太郎は、しょうがいしゃの方々の困っていること、みなさんのために変えていかなければならない細かな事に、はっきり言って、明るくありません。なので、ぜひ皆さんにお知恵を貸していただきたい。「山本、ここを突け、こういう風に言うんだ」ということを言っていただく事によって、国会質問に反映していけると思います。ぜひ力をあわせて、皆さんの人間としての尊厳、そして権利を勝ちとりましょう。よろしくお願いします。ありがとうございました。
【リレートーク】

①障害者虐待防止法の見直しに向けて

（1） ピープルファーストジャパン

下関大藤園虐待事件の報告をします。

大藤園の虐待事件は、テレビで大きく報道されました。しょうがいしゃの胸ぐらをつかんで頭を殴りつけ椅子から滑り落ちたり、段ボールを頭に投げつけ「死ぬか」と脅したり、ひどいものでした。虐待の人間扱いしない現実があからさまに映像として流れてショックを受けました。

ピープルファーストは5月と10月の2度下関市と大藤園に出かけ抗議行動と交渉をしてきました。

虐待を防ぐためということで監視カメラを設置していました。親の希望に沿ったという事でした。常に監視されプライバシーの守られないしょうがいしゃの事はまるで考えていません。人権無視は虐待だと理解されてないと思いました。また、第三者委員会を設置したそうですが当事者は入っていません。施設長によると入れようとしたら保護者が反対したために実現できなかったとのことでした。保護者は保護者です。施設の中でのことは当事者にしかわかりません。被害を受けるのも当事者だけです。それなのに保護者の意見が強いままです。許せないと思います。これでは本当に改善されるとは思えません。

また、虐待をした3人のうち2人は今でも大藤園にいるそうです。施設長はこの2人に日誌などを通してかかわり続けているそうです。でも虐待を受けた被害者は今でも怖い思いは持っています。職員数のためだそうですが被害者に寄り添う措置とは言えません。

虐待は閉鎖的な密室で力関係がはっきりした上下関係の中で起きます。大藤園は急な坂の上にあって、建て増し建て増しで部屋が沢山ありました。ものすごく閉鎖的でした。職員としょうがいしゃの関係が上下の関係にあることにもっと真剣に取り組まないと虐待はなくならないと思います。そのことに下関市も大藤園も気づいていません。

内部告発をした職員さんは辞めたと言っていますが、辞めさせられたのです。ほかにはだれ一人このひどい虐待の現実に気付いた職員がいないという下関市や大藤園の調査結果にも驚いています。それで終わりとしている下関市や大藤園には、本当のことを言えない職員を変えることはできません。

それでも下関市は、「1年間新規の利用者を入れない」という行政処分をしました。幕引きをして済んだことにしようとしているとしか見えません。

虐待防止法ができてもひどい虐待はなくなりません。今の虐待防止法ではまるで不十分だということです。虐待の現場から声を大きくしていかなければなりません。

これからも闘いを続けていく決意です。

以上で報告を終わります。

○ピープルファースト会長代理　小田島栄一さん

精神薄弱者とか悪い言葉があります。

前は家にいる時　おまえ精神薄弱者と言われていました。

しょうがいしゃはなにも言えない　自分もおなじに言われました。

いま知的しょうがいしゃと言われています。

しょうがいしゃ差別ですね。

本当に言われるのがアタマにきます。

こないだの会議でこういう話が出ました。

しょうがいしゃが暴れている理由が分かってもらえないから愛の手帳(療育手帳)は3度—4度はなにもなかったけど、今もなにも変わらないです。

年金も少なくなって　生活保護も少なくなって

そんなことでは市役所 厚生省 お金出すところは、しょうがいしゃに本当になめたことばかり！（してきます）

厚労省は「はたらける人は　はたらけ」とか、「グループホームが足んない」とか言ってる。

厚労省　財務省は はたらけとか言ってまわってて、（今は）お金出ているところも無くなりますよ。

はたらけない人は、そこをみんなでかんがえていく！

○グッドライフ代表　石田義明さん

ぼくは施設をなくしたいんです。施設解体だ！施設解体だ！

（２）全国「精神病」者集団　山本眞理さん

皆さんこんにちは。

全国「精神病」者集団の山本眞理です

みなさんのお手元にビラを配っております

こちらです。

この裏に表があります。21世紀に入って精神病院で起きた身体的な虐待事件を新聞記事から抜き出したものです。記事になったものですから氷山の一角と言っていいでしょう。毎年事件があります。

ここ数ヶ月テレビなどで障害者虐待事件が報道されています。精神病院では千葉県の石郷岡病院での患者への傷害致死事件、下関の知的障害者の通所施設での虐待、さらに都内の榎本クリニックにおける患者の囲い込みと搾取などなどが報じられています。

しかしながら死者が出ないかぎり、精神病院・学校などでの事件が刑事事件となるのは例外的と言っていい。

また刑事事件となったり、あるいは内部的な処分であったりしてもあくまで加害者個人の問題とされ、組織的な問題として構造的な問題に取り組まれる例は少ない。とりわけ虐待防止法の通報義務の対象外となっている学校、精神病院においては法対象の虐待として取り上げられ第三者委員会が作られ、構造的な問題解決に向けて取り組みがなされた例は例外でしょう。

国連人権条約の 2 つの条約体は以下勧告していますビラをご覧ください

2013 年 5 月
拷問等禁止条約委員会勧告 精神保健ケア

(h)
独立した監視機関がすべての精神医療施設に対して定期的訪問を行うことを確保すること

2014 年 7 月
人権委員会 日本政府への勧告

(c) 精神科の施設に対して、虐待を有効に調査し罰し、被害 者またはその家族に賠償を提供することを目的として、有効で独立した監視と報告体制を確保すること

　虐待防止法を真に虐待防止の何ふさわしい物にするには、第一に附則に書かれているように、学校病院、保育所そして官公署について通報義務の対象とすること、第二に施設や精神病院などに対して独立した監視機関を設置し、定期的な訪問監視活動を法定化することが必須です。

　もちろん強制的施設収容や精神病院への強制入院は障害者権利条約の禁止するところです。

　しかしながら、現実に今収容されている人がいる以上、その監視活動と虐待防止活動は条約に違反して強制収容や強制入院を容認する活動とはいえません。

　本来すでに改正へ着手されているべき障害者虐待防止法について厚生労働省は未だ何もしていない。改正に向け、知的障害者、精神障害者を含めた障害者の参加する検討議論の場を即座に作り、改正に向けた作業を開始法改正をすることを私たちは要求します。

　また精神病院については単に人権保障のためだけではなくて、虐待防止のためにも携帯電話の持ち込みを全精神病院で可能とすることを要求します。携帯電話による録音や撮影によって暴露された虐待事件は国際的にも国内でも数多いのです。

　いまお手元にお配りしたもう一枚のビラ11月29日午後文京シビックで開かれる心神喪失者等医療観察法の集会ではえのもとクリニックの搾取と虐待を暴露した医療扶助人権ネットワークの内田明さんに発言をしていただくことになっております。

　ぜひ多くの方のご参加を訴えます。

②心神喪失者等医療観察法（予防拘禁法）を許すな！

○心神喪失者等医療観察法（予防拘禁法）を許すな！ネットワーク　関口明彦さん

　皆さん今日は。お手元にこういう11月29日の集会のビラがあると思います。私はこの中の「心神喪失者等医療観察法をなくす会」の一応代表ということになっています関口明彦と申しますが、今日の集会の趣旨から言えば、障がい者政策委員会の元委員でありまして、まあこんなところの代表をやっているから外されたのかなと思ったら、そうではなくて、精神しょうがいしゃと知的しょうがいしゃを全員外すということで、Nothing About Us　Without Us　からはほど遠いことをやってきているわけです。

私たちは年に2回ほど全国集会をもっているんですけれども、前回の全国集会のあと、厚生労働省と交渉をもちまして、その時の質問事項に対して、厚生労働省が、3点文書回答をよこしていますので、そのうち、2つだけご紹介したいと思います。一つは、心神喪失者等医療観察法のいわゆる専門病棟で、自殺なさった人の数、11件。つまり11人の方が自ら命を断っているということです。これを厚生労働省の関係局などによるとだいたいその5倍の未遂があると考えているらしいので、60人くらいが自殺をしようとしたと言えるわけです。そのうち11人が不幸にして成功してしまった。これは施設内のことでありますので、ここから外れて、心神喪失者等医療観察法によって、通院医療を受けている人については、厚生労働省は把握していないというようなお返事をいただきまして、「保護観察所の管轄だからうちは知らない」みたいな感じで、非常に無責任な回答をしてきています。では、何人くらいの中でのだいたい60人くらいの自殺の意図をした人がいるのかということですけれども、当初政府は720床ということでした。現状、厚生労働省の回答では、732床とのことです。ということはだいたい732人の中の11人が亡くなったということになります。これはそもそも良質な医療を提供するという表向きの目的からすれば、自ら命を断つといういことは、医療もクソもないわけで、一番悲劇的な結末だと思うんですけれども、そんなことが起こっています。で、720床と732床の間には12床の開きがありますけれども、一人当たりの医療費は年間3000万円かかると言われている現実の下では、12床というとつまり3億6000万円の税金が当初の予定よりも無駄に使われている。国会議員の歳費がだいたい本人にわたるのが3000万円くらいですので、3人くらい退院させると国会議員1人分の経費が出るんじゃないかと思います。それから、これは5年後の見直しということで今年でちょうど10年目になるんですけれども、5年後の見直しの時には報告書というのが出されまして、そのままスイスイっと通ってしまって、私たちも運動したんですけれども見直すと言っていません。で、10年目なんですけれども、そろそろもうどうしようもないだろうということで、皆さんに、これを何とか廃止の方向に向けて、運動していくことにご協力をお願いしたい思う次第です。

それと、見直しの時期はもうとっくに過ぎているんですけれども、総合支援法は3年後の見直しということで、同時期に精神保健福祉法も見直しということになっています。それで精神保健福祉法は、権利条約とか骨格提言とか一切反映していない改正が行われた法律なので、制度改革はまだ全然終わっていないんだろうというふうに思っています。それで、骨格提言の中で僕が一番印象的だった考え方というのは、しょうがいしゃは保護や福祉の客体ではなくて、権利の主体であるということを打ち出していますね。そこのところを考えていくとですね、精神しょうがいしゃの置かれている状況は、あまりにも権利の主体とは言えないというところがあるので、本当に、精神しょうがいしゃ特に罪を犯してしまった精神しょうがいしゃに対して行われている強制医療の在り方が、そういう中で起こってきている自殺の問題とかを考えるときに、私たち精神しょうがいしゃが自らの人権、権利を実現するためにこの社会で生きていくという、本当にそういう社会を作るために、皆さんと共に闘っていきたいと思います。よろしくお願いします。

③生活保護を切り縮めないで

（１）このまま進むと困っちゃう人々の会　大河内知彦さん

　ホームレス総合相談ネットワークと医療扶助・人権ネットワークに所属している大河内知彦です。特に、最近は、相談活動のなかで、生活保護の医療扶助をめぐる構造的な問題が浮かび上がっており、そのことをお話し致します。

　1つは、特に東京都のある区で顕著に行われているのですが、都内の生活保護受給者を他県の精神科病院に送り込んで入院させ、退院の希望があっても無視して長期にわたって入院させられている、という問題です。

　これは、もう2年以上も前に、北関東の著名な精神科病院に任意入院している患者さんたちから、わたしたちのグループに連絡があったのが発端です。ホームレス総合相談ネットワークの相談員が病院に乗り込み、患者さんたちと面会して、退院を要求しました。多くの患者さんたちが、入院する必要性のない人たちで、解放されました。

　入院させられていたのは、元ホームレスの受給者や、薬物中毒の過去のある者、犯罪歴のある人物などが目立ちます。福祉事務所の担当者が支援の仕方を十分に検討せず、「厄介払い」的に入院させていたのではないか、という疑いがあります。

　このときに患者さんの解放に携わったメンバーに精神医療の専門家や精神しょうがいしゃの問題に携わっている法律家などを加えて結成されたのが、「医療扶助・人権ネットワーク」です。

　最近、「医療扶助・人権ネットワーク」が手がけている事件は、テレビや新聞でも報道されています。東京都内で4つの精神科の診療所を経営する医療グループの問題です。この医療グループは、福祉事務所の勧めで通院することになった生活保護受給者の保護費を管理し、患者が生活費を得るためには金銭を管理する診療所に通わなければならないように仕向けています。そうすることで、患者さんたちに、「精神科デイ・ナイト・ケア」のプログラムを週6回にわたって事実上強制的に受診させています。この医療グループの患者数は700人にもなるといわれ、これらの患者が週6回通院すると考えると、精神科デイ・ナイト・ケアだけで、年間約20億円の診療報酬を得られる計算になります。

　この医療グループは、確実に病院に通わせるため、あの手この手を使っています。わたしたちが調べたところ、患者さん自身を無賃労働で借り出して、他の「患者」さんの送迎をしていました。この件は、医療扶助・人権ネットワークの弁護士が、上野労働基準監督署に最低賃金法違反などで告訴しています。

　患者さんを環境劣悪なシェアハウスに寝泊まりさせていたことも発覚しました。シェアハウスの賃料は、保護費から出されていました。

　問題は、こうした精神科の患者を食い物にする「仕組み」に、福祉事務所が関与してたことです。大田、江戸川、港の各区の福祉事務所には、区の費用で、この医療グループから相談員を招き入れ、これらの相談員が生活保護受給者と接して医療グループに患者を送り込んでいました。保護費は、本人には支払われず、医療グループに直送されていました。今年7月にマスコミで問題になったことで、医療グループでは、患者に新しく銀行口座を作らせ、保護費を口座振込の扱いにし、その口座のキャッシュカードを取り上げて管理する、ということが行われた、と元患者さんから聞いています。やり方は、どんどん巧妙になっています。最近、ほとぼりが冷めてきたと思ったのか、ある福祉事務所は区議会で「問題ない」と言っているそうです。呆れた話であり、今後も引き続き追及していきたいと思います。

　私は、ホームレス総合相談ネットワークの相談員として、毎週電話相談を担当していますが、これらの問題にかぎらず、福祉事務所には、いろいろとズサンなところがあります。あまりに酷いものは審査請求もしています。こうした福祉行政のズサンさんには、厳しくメスを入れていきたいと思います。

　以上の2件は、病院名こそ匿名にされていますが、いずれも新聞やテレビなどで詳しく報道されています。

　このほかにも、ＮＨＫの所ジョージさんの番組で取り上げられた「ぐるぐる病院」問題など、マスコミに取り上げられる問題が多いのが、最近の特徴です。

　国際人権規約の社会権規約でも、健康権は重要な人権として保障されています。そのことを指摘するまでもなく、医療扶助は、患者の人権を守るために用いられなければならないと思います。しかし、現実には、医療扶助の実施に伴って、患者の人権がながしろにされ、医療機関の利益が優先されるケースをみてきました。これは、いまの生活保護行政の歪み・誤りの１つだと思います。

　今後も、ホームレス総合相談ネットワークと医療扶助・人権ネットワークでは、生活保護、とりわけ医療扶助の実施における行政の諸問題を追及していきたいと思います。

（２）自立生活センターHANDS世田谷　川西浩之さん

自立生活センターHANDS世田谷の川西浩之です。よろしくお願いします。

　様々な基準額が引き下げられています。2015年度の変更点を述べます。　

2015年度の生活保護制度の動きとして、住宅扶助の引き下げが行われました。

一部を除く一級地のお住まいの車いす利用者や近隣地域での介助者支援を受けている方は2014年度同額の69，800円となりましたが、住宅扶助が引き下がった地域もあり、全体的に引き上げに至らなかった事について無念さが残ります。

2015年からは冬季加算の引下げも行われました。

しょうがいのない方の冬季加算は東京都の場合3,080円⇒2,580円に引き下げられました。

重度障害者加算を受け、なおかつ在宅時間が長い人については引き下げ後1.3倍設定が行われ3,360円となります。（なお支給月はこれまでどおり11月～3月になっています）生活保護は無差別平等に保護制度を受ける事ができるという保護の理念があるので、全体の引き上げが必要になると思います。

また、北海道などの寒冷地は加算対象月を10～4月に拡大したものの支給額自体は大幅に引き下げられています。例えば北海道に住んでいる単身者の場合、昨年の冬季加算額24260円⇒12540円と約半額に引き下げられています。冬季加算は暖房をつけると燃料費が上がる部分を保障するものなので引き下げることは、その延長線上に凍死という最悪の事態も考えられます。国民の命の事を何も考えていない国の姿が明らかになりました。

2015年度から生活保護受給開始時に暖房器具がない場合の購入費として寒冷地特別基準額として50,000円が申請すれば支給されるといった一部の改善点はあったものの、本来生活保護制度は貧困に困っているすべての人々が受けられるべきものであります。私は、生活保護を受給している方々の自立を助長していくことだと思っております。病気になったりすることは誰でもあることです。皆さん、そのことを恥ずかしがらないで、一人ひとりが病気になっても幸せになれるように、基準額引き上げを求めて頑張っていきましょう。

5 障害基礎年金があぶない

（１）兵庫県精神障害者連絡会　高見元博さん

兵庫県精神障害者連絡会の髙見です。

障害基礎年金があぶないという問題で「等級判定ガイドライン」について報告します。

報告の詳細は資料集にありますので、それを略して発言します。

厚生労働省は、精神・知的・発達しょうがいしゃの障害年金の「等級判定ガイドライン」を新たに作り、2級の認定を厳しくしようとしています。

そもそも、精神の場合、障害認定の地域格差が6倍もあること、住んでいる場所によって同じ程度のしょうがいと主治医が診断していても、年金を受け取れる人と受け取れない人がいることが問題です。とくに兵庫県では60％以上の精神しょうがいしゃが主治医の診断に反して認定の時にはねられています。

また、中途での支給停止の地域格差はもっと酷く、停止率最低の県と最高の兵庫県で50倍以上の差があります。兵庫県の認定医は、「一人暮らしのうつ病は生活能力がある。」などと言っていますが、全く実態に反しています。

検討会では、問題の多い兵庫県の認定医の発言に誰も異議を唱えなかったそうです。

普通に考えれば、酷いことになっている兵庫県を改善するのが当たり前です。ところが、良い方を悪い兵庫県に合わせるような議論がされていたそうです。

私がとくに訴えたいのは、うつ病・躁うつ病の人は入院していないと2級にしない、という酷い基準を新たに作ろうとしていたことです。

パブリックコメントが395通も寄せられた中で、異議申し立てによって、「入院していないと2級にしない」という基準は削除されました。

当然です。私の主治医は、入院する方が、入院しないことより苦しいという考えから、どんなことがあっても入院させません。

私たちと親しい別の精神科医も、「自殺企図や自殺念慮があっても、本人が希望していないと入院させない」と言っています。

私の友人で、自宅から一歩も出られないほど重度でも入院していない「病者」や、自殺念慮や自殺企図があっても入院させられなかった「病者」がいます。

入院していないとダメというのは、実態にも、地域自立生活推進にも反しています。

パブリックコメントが集中し、この項目が削除されて本当に良かったです。

しかし、全体としては認定基準は厳しくなりました。

また、新たに「在宅で、家族や重度訪問介護等から常時援助を受けて療養している場合は」2級以上とするように検討するという例示を潜り込ませたのです。これでは「重度訪問介護」を受けていることが条件ととられかねません。また、不当な判定が行われる可能性が生じました。あくまで、うつ病を2級から外したいのでしょうか。

障害2級と3級では天地の開きがあります。2級でなくなれば、貯金などのいわゆる「余力」をすべて失ってから生活保護に移行することになります。

しかし生活保護費は、現に違憲訴訟が起こされているように、健康で文化的な最低限度の生活を保障する金額ではありません。

生活保護に移行できない条件がある人もいます。

どちらにせよ、削るところは衣類、食費、人付き合い、社会参加などのお金になります。相当な飢餓感を持たざるを得ません。私は元々人付き合いが苦手。

国民年金法には、憲法25条が保障する社会保障であることが明記されています。収入を断つような改悪は法律違反です。

パブリックコメントを受けて、幾つかの改善があったことは、闘えば情勢は動くことを示していて、大きな意味がありました。多くのパブコメを寄せて頂き本当にありがとうございました。

厳しくなった基準によって、もし、2級非該当になっても、最後まであきらめることなく、行政不服審査、裁判など、しょうがいしゃの自己解放を貫いて闘っていきます。

最後に、うつ病の「病者」から発言をしてもらいます。

（２）岩﨑晶子さん

私は20年来のうつです。途中、働けなくなった頃から年金をもらっています。申請もボロボロの状態で行きました。うつは良くなったり悪くなったりします。8年前、トイレにも起き上がれないくらいひどいうつになり、そこから這い上がるのに去年いっぱいかかりました。でも、入院はしたことはありません。今年からやっとリハビリのために週2日、3時間、作業所に通い始めました。7年間の寝たきりは、そうそう簡単に体力回復できません。こんな状態でどうして一般就労ができるでしょうか。年金が3級になったら即生活できなくなります。ただでさえ不安がいっぱいなのに、いい加減にして下さい。うつに対する理解がなさすぎます。2級を死守して、うつの実態を知らしめていきたいと思います。

6 65歳、介護保険を押しつけるな

○NPO法人あいえるの会　代表　白石清春

福島県郡山市からきました、あいえるの会の白石です。

私は今年の4月で65歳を迎えました。65歳になったと同時に「介護保険65歳問題についての要望書」を作成して、郡山市長あてに郡山市障がい福祉課に提出しました。今まで3回にわたって郡山市障がい福祉課長と話し合いをもっていますが、郡山市では今年の4月の時点から、私への障害者総合支援法のサービス受給者証の交付を行っていません。

現在、私が受けている重度訪問介護のサービスは、あいえるの会の持ち出しで行なっています。

本来、郡山市行政としてはしょうがいしゃである利用者に対しては切れめなくサービスを提供しなければならないはずなのに、介護保険の申請を拒否しているという理由から、サービス提供を行なわないという行為は、私の人権を侵害する違反行為であります。

この大フォーラムが終わったのちに、郡山市障がい福祉課と話し合いをもち、郡山市の違法行為を訴えていき、介護保険の申請をせずに、従来通りのサービスを受けていくことを実現していきます。

ここに、なぜ私は介護保険の申請を拒否しているのか、その理由を述べていきます。

1. 介護保険は「高齢になって介助等が必要になった人に対して最小限のサービスを提供するもの」です。私たちが長年にわたり「しょうがいしゃの自立生活を全うする介助サービスを！」と訴え続けてきた結果、成立した障害者総合支援法とは全く違う制度である。介護保険には、自立生活や社会参加を充実させるサービスはありません。

2. 現在、郡山市障がい福祉課では、「介護保険に入っても、従来通りの福祉サービスを提供する」と言っていますが、厚生労働省の方針が変わったりすれば、手のひらを返すようにサービスの削減を強要することも起きかねません。

3. 今まで障害者総合支援法のサービスを受けて生活していたしょうがいしゃが65歳を過ぎた途端に介護保険に切り替わるのか？介護保険優先と説明されても納得できません。

4. 私のあとにも65歳になっていく仲間がいます。その者たちが郡山で65歳を過ぎても従来からの障害者総合支援法のサービスを受けながら、社会活動が容易にできるように、または、現在全国各地で介護保険の申請を拒否して、しょうがいしゃの正当性を主張して運動している仲間たちのためにも、介護保険申請を拒否していく運動を進めていく所存です。

   介護保険はしょうがいしゃの自立生活のための制度とはほど遠いものです。介護保険制度に組み入れていく厚生労働省の姿勢を糾弾して、65歳を過ぎても従来の障害者総合支援法のサービスを受けて生活できるように、ここに集まられたみなさんと連携して運動していきましょう。

6 谷間のない難病者支援に向けて

（１）筋痛性脳脊髄炎の会　理事長　篠原美恵子さん

ご紹介いただきました筋痛性脳脊髄炎の会の理事長の篠原と申します。

昨年度、難病法が成立いたしました。難病の対象が広がったこと、私たちも大変よいことだと思って喜んでいます。ところが対象になったのは三百数疾患に限られています。私たちのように患者数が多いとか、客観的な診断基準がまだ確立していないという、本当に困っている状況にある、診断もなかなかしていただけないような私たちのようなものが、制度の谷間から落ち、何の社会保障も受けられないでいることを、今日は皆さんに知っていただきたいと思っています。

筋痛性脳脊髄炎は、日本では「慢性疲労症候群」という名前で呼ばれています。この名前によっても、私たちは、ただ怠けているとか、詐病の扱いなど未だに受けています。この名前は1988年にアメリカで提案されたものですが、実は、1956年に一流の医学誌である「ランセプト」に「筋痛性脳脊髄炎」という病名が提案され、私たちはその病名の方を会の名称に使用しております。

昨年度、厚労省から予算がつきまして、初めて、通院もできないような重症患者を含めた実態調査を行うことができました。その結果、患者の内約3割の方が、ほとんど外出もできない、寝たきりに近い、重症患者であることが分かりました。また、家事ができない方、少ししかできない方が全体の約7割になります。その方たちは居宅介護・福祉サービスが必要です。また軽症の方の87％が家事後に症状が悪化し、45％の方が家事後に寝たきりになることがあると答えています。通院後に寝込む患者さんが全体の77％、通院以外ほとんど外出ができない方が半数近くおります。小児で発症した方が19.1％、5人に1人が小児発症ということも分かりました。通学がなんとか続けられた方は43％で、57％の方は学校を継続することができませんでした。義務教育のときに発症した方17人の内、特別支援教育を受けられていたのはたった2人でした。選挙権を行使できている方が3割弱しかいないことも分かりました。

このように私たちは、他の人たちと平等に社会参加する権利、選挙権を行使する権利、教育を受ける権利などが奪われています。私の次にお話くださる線維筋痛症の患者さんも同じ状態です。また一型糖尿病の患者さんも同じです。一型糖尿病の患者さんは薬がないと数日で亡くなるという非常に厳しい状況であるにも関らず医療費の助成も福祉サービスも受けられないという状況です。

なんとか、この状態、日本は障害者権利条約を批准しましたので、私たちもしょうがいしゃとして、認めていただき。他の人との平等の権利を行使できるようになりたいと思っています。難病法の対象になった疾患の方々も大変だとうかがっていますけれども、全く福祉サービスを受けられない、ほとんど外出することもできない、そのような患者がいるということを皆さんに知っていただき、これからも私たちも対象疾患にしていただきたい。ただ、この対象疾患という考え方もおかしいと私たちは思っています。病名ではなく、どなたが困っているのか、誰が生活に支援が要るのか、そうした生活のしづらさをベースにして、社会制度・社会福祉が受けられるように、しくみを抜本的に変えていただきたいと私たちは思っています。なかなか、少数の私たちのような声は届きません。今日来ていただいている方々、どうか、こうした問題があることを知っていただき、私たちも応援していただきたいと思っているので、どうぞよろしくお願いいたします。ありがとうございました。

（２）線維筋痛症友の会 代表　　橋本裕子さん

NPO法人線維筋痛症友の会の代表　橋本です。

線維筋痛症は2002年に疫学調査が行われ、人口の1.66％、患者数は200万人であると報告されています。私もその200万人の中のひとりです。

線維筋痛症はすべての感覚が過敏になる大変難しい疾患ですので、音、光、風、低気圧、湿度、私の日常生活は痛みに満ちています。衣服が触れただけ、風が吹いただけでも痛いのです。全身の痛みに加え、疲労感、不眠、胃腸障害、ドライアイ、ドライマウス、その他多くの症状が出ます。

線維筋痛症患者は日常生活のとても簡単なことができません。掃除機、ぞうきん絞り、洗濯物干し、調理。できる時とできない時があって、すぐに寝込んだりします。さぼっていると誤解されます、だるくて動けない時でも、見た目には元気そうねと言われてしまいます。

男女比は1対4で女性に多いです。年齢的には30～50代の働き盛り、家庭においても社会においても活躍している年代です。

しかし、18歳以下の小児にも大変課題があることがわかってきました。18歳以下の小児患者は10万人ともいわれていますが調査が全くできていません。小児は回復の可能性が高いので残念です。大人以上に、診療体制も整っていません。不登校になっている患者も多くいるでしょうが、学校でも理解されていません。

この患者数に比べて診療する医師は極めて限られており、入院施設もほとんどなく、それは厚労省も把握しなければなりません。知識が普及しておらず、受け入れ先を求めてさまよっている数年間に症状が悪化してしまいます。早期治療できる体制にしなければなりません。

実際に線維筋痛症患者のADL,QOLは相当低下しており、痛み、疲労感が強く、働けなくなった患者は数多くいます。そのうちほぼ寝たきりに近い状態のステージ4と5の重症患者は200万人のうちの15％、30万人と考えられています。

一方、線維筋痛症は早期発見早期治療に取り組めば、軽快することもあるのです。医療費の手当てをし、介護保険の適応など何らかの方法で患者がホームヘルプサービスを受けられるようにし、経済的問題を一時的にでも行政が支援し、軽快したら、社会復帰の支援、就労就学の支援が必要です。

一旦病気になっても再スタートできる社会でなければなりません。私たちは社会の一員として生きていきたいのです。

病名で、患者数で条件を絞り込んでいては本当の「難病対策」はできないと私たちは考えています。難病法がそうであるなら、線維筋痛症のように患者数が多く、長期に亘って日常生活、社会生活が破綻し、経済的困窮をきたす疾患に対しては、新たな対策が打ち出されねばなりません。希少でない難病も難病なのです。対策するのが国としての疾病対策であるはずです。

「病名で支援を区切らないで」と私たちはずっと訴えてきました。

「必要な時に、必要な人に、必要なだけ」福祉がいきわたるべきです。

どうもありがとうございました。

7 しょうがいしゃの存在を否定する優生思想にNO!

（１）さくら会

○川口有美子さん

皆さん、こんにちは。さくら会ALS協会の橋本と酒井と岡部です。私たちは呼吸器をつけているしょうがいのグループです。そしたら、橋本さんから順番にスピーチしてください。

○橋本操さん

さくら会の橋本です。すみません、これから病院なので、（介助者が）代読させていただきます。私たちALSは本当に全介助ですが、内面には尊厳、つまり尊い厳かな状況を保っています。私は人に殺されるくらいなら、念力で死ねますので、放っておいてほしいことを大きい声で絶叫したいですけれど、声が出ないので残念です。ありがとうございました。

○酒井ひとみさん

さくら会の酒井ひとみです。ここから（介助者が）代読させていただきます。私たちはしょうがいがあっても生きていきたいと思っています。なので、しょうがいがあるからといって、治療を拒否されている仲間がいるのはおかしいと思います。私は今、ここまで重いしょうがいになっても、ライブに行ったりして楽しい人生を送っているように、他の仲間にも楽しみを見つけてほしいと思っています。それには、いろいろな人がいるので時間がかかる人もいると思います。「尊厳死法」ができてしまうと楽しみを見つける前に死んでしまう人もいると思います。なので「尊厳死法」に対して強く反対します。

○川口さん：次は岡部さんです。岡部さんの膝にのっている犬はラッツと言います。どこへ行くのにも一緒に行きます。

○岡部宏生さん

私はALSという難病で身体的には最重度のしょうがいしゃです。私たちのような立場の者には、「尊厳死」の法制化がされると、生きることについて大変なプレッシャーになって、現在より生きるという選択ができにくくなってしまいます。「尊厳死」の法制化の前に生きるために必要な社会や制度をつくってほしいと思います。「尊厳死」の法制化は「個人の意志の尊重」と言われていますが、本当に個人の意志を尊重するためには、現在の法案では全く整備されていません。もっと言えば、私たちは社会の中で暮らしていますので、個人だけで生命のことを決めることができるのでしょうか？

○川口さん：ALSのグループの報告はこれでおしまいです。

（２）神経筋疾患ネットワーク　見形信子さん

10数年前、遺伝子診断が始まったころ、私は感じていた。

「筋ジストロフィーの子供が生まれるのは、そんなに怖いこと？いやなこと？」って。

「自分の存在を否定されてしょうがいを持って生まれてこなければよかった。このまま生きていないほうがいいのかな」と。

もし自分の母が検査をしていたら私はここにいない。

医療は遅れていたけどその時代に生まれてきてよかったと感じる。

自立してからピア・カウンセリングや自立生活プログラムを体験する中で「しょうがいは個性だ」とか「しょうがいを持っていても大事な存在で自分らしく生きていこう」そんなことを知り、とてもパワーをもらった。

しかし、現実の社会はやっぱり五体満足で生まれてこないと受け入れてもらえない、

親はしょうがいじを生むか生まないかの選択が出来て良かったという声も聞く。望まない出産をしてかわいがられない子供がかわいそうという人もいる。

本当はどんな子供が生まれてもそれをサポートできる社会があればその家族も安心して育てられる。実際はしょうがいじのおかれている環境はまだまだ壁ばかりで生きにくい。

だから命の選別と言われようと診断に親はやってくる。

出生前診断、着床前診断は今はダウン症や筋ジスだけではない。ひとつドアが開けばどんどん他のドアも開いている。

優生思想が根づよく残っている。法律的には日本は母体保護法に最近変わったけれど体質は変わっていない。優生の遺伝子あるいは正常な遺伝子を持っている者が選ばれる。

私たちは常にしょうがいを克服し、またはしょうがいがない人と同じように見せていくことが求められる。ノーマライゼーション社会って何なんだろう。

誰もが自分らしく安心して過ごせる社会にするためには当事者が声をあげなければならない。

生きようとする命を誰も侵すことはできない。

8 インクルーシブ教育を進めるために

○全国障害学生支援センター　殿岡翼さん

インクルーシブ教育は、古くてそして新しい問題です。私自身は小学校1年生に上がる時がちょうど養護学校義務化の年でした。その中で、小学校から地域の学校でずっとインクルーシブ教育を受けてきて、そういった環境の中においてしょうがいしゃ運動をし、そして自立生活運動をし、今に至っております。

日本は長い間、分離教育が続き、でもその中で、血のにじむような努力、大変な苦痛を伴いながら、数多くのインクルーシブ教育の実践が、行われてきたことに、本当に大変厳しいけれど、日本において根付いてきているインクルーシブ教育だと思っています。

インクルーシブ教育が、これだけ運動として拡がってきたのは、私たちの努力の成果であります。この成果を次の時代につなげていくために、どうしたらいいか。私は、２つのことを提起いたします。

１つはやはり、これから差別解消法が4月に施行されて、公立学校における合理的配慮は、すべて義務になります。今、各地の自治体や国公立大学の学校法人の中では、対応要領をつくる動きが続いていますが、この中にぜひともインクルーシブ教育の視点をしっかり入れて、私たちの動きを差別解消法にしっかりのっけていく。ここがインクルーシブ教育の新たな出発点だと思っています。私たち障害学生支援センターとDPI日本会議では、今、全国の対応要領の調査の結果をインターネットで公表しています。どこが、どんな対応要領をつくるか、そしてどこでインクルーシブ教育の実践が盛り込まれるか、今はネットですぐに見られる時代になってきています。そういった点も含めて新しいインクルーシブ教育の時代をつくっていきたいと思っています。

もう一つは、とりもなおさず今日のテーマであります「骨格提言」の完全実施であります。今もしょうがいを持つ人が、図書館や買い物にいくときなどには介護制度が使えても、通勤･通学、仕事や学校に行くときは介護制度、福祉サービスが使えないということがまだまだ続いています。差別解消法が施行され、より多くの人が学ぶようにになったときに、「骨格提言」に書かれているパーソナルアシスタントを含めた新たな介護制度の方向性、これがインクルーシブ教育をしっかりと後押ししていくことになるでしょう。あらためて私たちは「骨格提言」の完全実施は、教育の分野にも影響を与える、本当に目指していきたいと思っています。

最後に、私たち、教育ということをもう一度考えていくと、私たちがオギャーと生まれて、いろいろなことを学びながら生きていきます。自分は勉強が嫌いだと思っても、人間は学ぶことなく生きている人はいないわけで。ところが、私たちの社会は一方的に「あなた方は学校に行ってはいけない」「あなたはこれを学んではいけない」ということが、まだまかり通っています。学ぶということを支援することと、生きるというこうと、学ぶことと生きることは本当に不可分で、人間は学ばずに生きることはない。つまり、学ぶことを制約している社会ということは、私たちの生きることを制約している社会に他ならない。インクルーシブ教育はそういった中において、学ぶことの制約を取り払い、私たちが自由に生きていく社会をつくる。しょうがいしゃが分離・排除されない社会は、私たちの学ぶということの根幹を守るインクルーシブ教育以外にはありません。小学校から大学までそして、一生涯を通じての生涯教育に至るまで、全ての場におけるインクルーシブ教育が実現し、そして、誰もが学ぶことから排除されない、そうした考えの下に、私たちは今後の活動を進めていきたいと思います。差別解消法を施行するときに、皆さん新しいインクルーシブの時代をめざして、がんばっていきましょう！

9 特別アピール

○日本脳性マヒ者協会「全国青い芝の会」事務局長　大橋邦男さん

　今のしょうがいしゃ運動は、合理的な運動に走っていると思います。しょうがいしゃが、介護派遣事業所や、作業所や、ディサービスを経営しています。一部のしょうがいしゃだけが恩恵をもらっています。

健全者と同じようなしょうがいしゃが、権利や、人権を与えられます。

日本の国が平和だから、しょうがいしゃが生かされてきています。

もし日本に何かあればしょうがいしゃは殺されていきます。

　地方の50代から上のしょうがいしゃは、親が高齢なので家族の負担になるから施設に入れられています。厚労省が地域移行だと言っていますが、現実はその反対なことが興っています。

今も多くのしょうがいしゃは、制度をあまり知らないで親元とか、施設で暮らしています。

虐待防止法や差別解消法が出来たことも理解していないしょうがいしゃが多くいます。一部のしょうがいしゃや施設の職員や行政が分かっているだけです。差別解消法が出来ても外見上だけ差別を出来ないようになっているだけです。例えば公共の建物を新しく建てるのならバリアフリーにしなくてはいけないのです。民間では強制ではありません。公共の建物はごくわずかです。なのに民間の建物の方が、しょうがいしゃがよく使うのに強制ではないのです。例えばビルの上にあるラーメン屋に車椅子しょうがいしゃが行きたいのでエレベーターを付けて欲しいと店に言っても負担が過重ならエレベーターを付けなくてもいいのです。けれど行政が店に補助金を出せばいい話です。それだったら車椅子でもビルの上のラーメン屋に行くことが出来ます。

健全者がしょうがいしゃになってもそのまま同じように店に行くことが出来るのです。だから間接には健全者の問題なのです。

　出生前検診や、脳性マヒの早期治療や、尊厳死や、脳死・臓器移植。しょうがいしゃを否定する医療とか、しょうがいしゃの尊厳を脅かすものが優生思想なんです。障害者基本法とか、障害者権利条約に批准してもしょうがいを否定する限り私たちしょうがいしゃは殺される側なのです。

殺される側から強烈な自己主張して、健全者社会に問題提議をしなければいけないのです。

【地域からの報告】

①「地域でくらすための東京ネットワーク」の活動　西沢光治さん

　　障害者権利条約が日本においても批准され、2014年2月から発効した。日本政府は権利条約のために国内法を整備したというが、しょうがいがある人々に対する隔離収容政策は続いている。政府は精神科病院で入院治療の必要性がなく社会資源の不足など社会的な理由で退院できずにいる人々を一生閉じ込めるために、精神科病棟をグループホームなど居住系施設に転換し活用することを可能とする方針を強引に決定してしまった。この方針に反対する闘いが、2014年6月26日の日比谷野外音楽堂への3,200人の結集に続き、全国で粘り強く行われている。
　東京都八王子市・青梅市周辺は世界一の精神科病床の多い地域である。そこに人生被害者ともいうべき精神障害がある人々が置き去りにされている。長い間、精神科病院に隔離されてしまったのは、明らかに国の責任だ。わが国の高度成長期に、生きづらさを抱えた人々を、どんどん民間精神科病院を増やして、丸投げしてしまった。

　2015年1月29日、東京都八王子市にある「いちょうホール」での、『地域でくらすための勉強会』に、精神しょうがいがある人々、特に社会的入院者の人々に連帯する人々が250名集い、提言やそれぞれの思いや体験を交流し、闘いを継続し発展させたいと願った。

　そして病棟転換型居住系施設を考える東京集会実行委員会は、この『地域でくらすための勉強会』で決議した以下のような内容の東京都への決議文を、2月2日に提出した。東京をしょうがいのある人もない人も、ホームレスの人も、若い人も高齢者も暮らしやすいまちにしていきたいという願いをこめた。病院と市民が一緒になって精神医療を変えていくこと、まちづくりに市民が責任をもって関わっていくことを指標している。

　この集会の実行委員会の有志で、現在は「地域でくらすための東京ネットワーク」を結成し、この10月15日に1月29日の決議文をもとに、やっと東京都と2時間ほど話し合いをもつことができた。

　憲法があり、障害者権利条約に批准し、改正障害者基本法、差別解消法、総合支援法と国内の法制度も整えた現在、憲法や障害者権利条約が示す自由・平等・基本的人権の思想を、精神病を罹患した人々、精神障害がある人々にこそ、享受してほしい。その実現は遠く困難な道程かもしれない。しかしその道のりの中央を、体験者の人々にこそ歩んでほしい。私たちもその道程を共に歩み続けていきたい。

②4・13大森署―公安二課一体となった介護事業所および利用者・介助者宅に対する不当・不可解な一斉家宅捜索に抗議する！

○介護事業所あい・あんど・ゆう

○障害者介護事業所「あい・あんど・ゆう」つぶしを許さない救援会

今年（2015年）の4月13日（月）、朝７時頃、介護事業所あい・あんど・ゆうの事務所、利用者宅、利用者の介助者全員の自宅は、大森署と警視庁公安二課によって突然の家宅捜索を受けました。「不正請求（詐欺）」の被疑をかけられ、事務所や個人のパソコン、携帯電話、貯金通帳、カード、保険証、介助事業関係書類のすべてが押収されました。そのため一時介助業務に壊滅的な打撃を受けることになりましたが、利用者・介助者・事業所一丸となって介助体制の維持に努めきました。

　一般的に介護事業所の介護業務において問題が生じることがあれば、まずは行政指導があるのですが、しかし今回の私たちのケースでは、行政からの指導はおろか、何一つ知らせがないところで、いきなり警察が各自の生活の中に押し入り、私たちに犯罪者の疑いをかけてきたのです。いったい私たちの介護業務にどのような問題があったのか、そうしたことを私たち自身はまったく知らされず、見当がつけられない中で、突然一方的に警察によって強制捜索を受けたのです。

　私たち介護労働者の仕事の第一義は、しょうがいしゃの自立生活を支え、障害者の望む生活の実現のために努力することです。もちろんしょうがいしゃも人間ですから、望む生活スタイルも望む内容も人それぞれです。それゆえ私たち介助者は、それぞれのしょうがいしゃに寄り添いながら、それぞれのしょうがいしゃの声を聞き取り、それに応えていかなければなりません。現実に生きている人間の生活を作り上げ、それをサポートするというこの仕事に対し画一的な鋳型を杓子定規に当てはめていくということなどできるわけもなく、そこには一定の柔軟性が求められることは、とりわけ介護行政に携わる者ならば熟知していることですし、制度もこれに即して設計されているはずです。万が一、行政が示す介護制度の一定の枠組みからはみ出るような「問題」が生じていると思われれば、行政担当者と介護事業所が話し合い、改善していくというプロセスを経ていくことになっています。私たちはこうした介護業務の枠組みの中でこれまで仕事を進めてきたし、介護に支障をきたしかねないと思われたときには行政担当者と話し合いながら、利用者の自立生活を支えてきた実績があります。ところが、今回の警察による暴挙は、こうしたプロセスを一切経ることなく、飛び越え、いきなり行われたのです。これはまさに介護行政と介護労働に対する越権行為であり、その破壊です。

　私たちあい・あんど・ゆうの全介護職員は、しょうがいしゃの自立生活を支え、しょうがいしゃの要望に可能なかぎり応えていくという自らの仕事に誇りを持ち、日々これを行ってきました。その点において、警察などから「不正」を働いたなどと言われる筋合いはまったくありません。警察は、しょうがいしゃの生活という、ときに生死にもかかわるような領域に、それにかかわる仕事に従事する介護労働者の生活に、弾圧を加えてきたのです。私たちは警察によるこの暴挙に対し強い怒りをもって抗議します。

　警察による家宅捜索があってから6か月以上が経ちました。この間、一人の逮捕者も出ず、立件する際の証拠品となるはずの押収物のすべても返還されました。法律上「詐欺事件」では必ず何らかの形で送検しなければならないことになっており、弁護士によると、送検もされたようですが、結果はまだ出ていません。

事件発生後の約1ヶ月間は事務所のパソコンや書類等がすべて押収されていたため、介護事業に相当の支障が出てしまいましたが、しかしその間も、私たちはこれに屈することなく、しょうがいしゃと介助者たちが一丸となって日々の介助活動を継続してきました。

今回の弾圧では公安が動いていますから、政治的な意図を持ったものであることは間違いありません。事実、家宅捜索においては介護とは関わりのない、様々なものが押収されました。まさに個人の思想信条の自由を侵す人権侵害です。さらに問題なのは、政治的な目的のために介護事業所を「利用した」ことです。警察は、介護事業の「不正請求（詐欺）」をでっち上げ、それを口実にして、各人の私生活に介入し、圧迫を加え、しょうがいしゃの自立生活を事実上破壊したのです。こうした弾圧手法が今後まかり通るようになったら、安心して介護事業を営めなくなると危惧を抱かれる方たちも少なくないと思います。もうすでに、私たちに対する家宅捜索があって以降、他の事業所でも、私たちに対して行われた弾圧とまったく同じ手法を使った「事件」があったことを聞きます。このような警察の横暴を断じて許すことはできません。

私たちはこれからも弾圧をはねのけ、しょうがいしゃの自立生活を支える活動を通して、こうした弾圧が私たち以外のところで繰り返されないためにたたかっていきます。

③茨城県つくば市での介護保険優先との闘い　沼尻かつえ

茨城つくばから来た沼尻かつえと、言います。私は、もうすぐ65才になります。皆さんと同じように、介護保険優先適用にこれまでも反対してきましたし、介護保険は使いたくないです。なので2年ほど前からしょうがいしゃの介助制度で、生活したいと支援者と、一緒に運動を始めました。

　私の場合は、とても運が良かったと思います。それは①良い支援者に恵まれた事。②夫が65才問題に4年前取り組んだ事。③茨城の障害福祉課に途中で理解のある職員に変わった事。という状況があったからです。

夫が、5年前にやはり介護保険では、生活が出来無い、介助のされ方が違う、頸椎の手術をしているので、慣れたヘルパーで無いと、何かの事故で、障害が重くなるかもしれないと、言う理由で、支援者と共に、65歳を過ぎてもしょうがいしゃの介助制度を利用し続けるための運動を行いました。昨年のフォーラムで、話したと思いますが、一番の難関は、地元のつくば市でした。茨城県がしょうがいしゃの制度を使い続けても良いと言うにもかかわらず、つくば市は県を悪者にして言い逃れようとし始めました。「つくば市は理解していますが、県側が納得しないので…。」などと言い訳を始め、県側と話しが合わない事が多くありました。結局つくば市側が認めたくない事が判明して、最終的には、つくば市が介助時間を決定する権限がある事からも、徹底的に、つくば市と交渉して今は、しょうがいしゃの制度での介助を使って生活しています。

　その時に支援してくれた支援者が、私の支援をしてくれました。私の場合は、夫のように明確な理由が無く、ただ自己負担が大変だから…、だけでは闘えないし別の理由がなければ、しょうがいしゃの介助制度継続を勝ち取れないので、

☆一家に２つの制度では生活に、混乱がおきる事、

☆介護保険になると、生活が出来無くなる事、

☆介護保険では私のストレスが酷くなる事、

☆移動サービスが無くなる事、

などを理由にして運動をしました。

　何よりも心強かったのは支援者が、将来に展望が見え無くて落ち込んだ時、さりげなく励ましてくれた時や、県交渉に私が言いたい事を言ってくれた時は、本当にありがたいと、思いました。フォーラムでも話しましたが、こんなに楽して交渉出来て良いのと思いました。今は、1月31日(私の誕生日が1月2日なので)までしか支給決定は、ありませんが、この先ずーっとしょうがいしゃ支援枠が出ると思います。私の事情では沼尻家だけの特例になってしまいますが、各個人の特例があると思います。最後まであきらめないで、行政と闘ってしょうがいしゃ制度での介助の継続を勝ちとって下さい。

④福島から　橋本広芳さん

大フォーラムに参加されているみなさん、私は福島県郡山市のあいえるの会の橋本です。

東日本大震災と原発事故が起こって、もうじき5年を迎えようとしています。原発事故の影響から福島県外にいまだに約44000人（2015年9月）、県内には約61000人（2015年10月）が避難しています。

福島県や政府などは福島原発は収束しているといって、まだまだ放射線量の高い地域に住民の帰還を促しています。

確かに郡山市内の放射線量を測ってみると、原発事故当時よりはだいぶ低くなっています。

福島原発からばら撒かれた放射線性物質の総量は広島に落とされた原爆の183倍のと情報があります。福島県内の地域によっては、放射線量が非常に高いホットスポットがあります。そのようなホットスポットの近くで子供たちが遊んでいたりします。

チェルノブイリの原発事故が起こって、5〜6年過ぎてから近くに住む住人に健康上の問題が出てきたということを聞いています。福島県ではこれから県民のなかに病弱な子供たちが増えたり、しょうがいじが生まれてくる確率が高くなっていくことが考えられます。
私は若いころに青い芝の会に入っていて、しょうがいしゃを産まないようにしていく「優生思想」に反対していく運動を行なってきました。放射線の影響により、これから産まれてくるかも知れないしょうがいじが、生きる尊厳が守られ地域で住民と触れ合いながら生きていける社会を実現していくために、精いっぱい運動を続けていきます。

全国にある原発の再稼動をさせない、しょうがいしゃが安心して生きていける、争いの無い平和な社会を創っていくためにみなさんと一緒に運動をしていきましょう！

【集会決議】

　私達は、「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」（骨格提言）の完全実施を求めていきます。障害者は今なお、隔離政策が続いていると言えます。隔離体制と一体の構造として、家族のもとにいる障害者も、家族依存を余儀なくされ、家族の高齢化や死により、施設入所に追い込まれていく状況が続いています。また、家族による障害者殺しも続いています。こうした状況を1日も早く改善し、障害者が施設や病院に隔離されることなく、地域社会での生活を送るための最低限の政策を求めたのが、「骨格提言」です。しかし現在の政策は、改悪の方向であり、私たちは強い危機感を抱かざるを得ません。

　ひとつに、障害者への虐待が増え続けています。精神病院での身体拘束も増え続けています。障害者虐待防止法は、3年後の見直しが規定されていたのにもかかわらず、厚労省はそのための検討すら進めていません。障害者の生命をも脅かしている虐待を一刻も早く止める為に、虐待防止法の改善は急務と考え、現在対象となっていない学校や医療機関、官公署をも組み込み、虐待防止の実質的効果を持つ法改正を求めます。

　次に、日本政府の対応は、障害者権利条約の存在を踏みにじるものです。精神科病院の病棟をグループホームに転換する「地域移行型支援ホーム」を推進するなど、障害者政策委員会の反対する政策を推し進め、同委員会の存在をも踏みにじる対応を行っています。また、精神障害者と知的障害者の委員を外しています。権利条約の解釈をゆがめ、批判の声は無視するその態度を、私たちは決して許せません。

　さらに政府は、骨格提言のみではなく、「障害者自立支援法違憲訴訟原告団・弁護団と国（厚生労働省）との基本合意」をも無視して、応益負担の復活を狙っています。家事援助を個別給付制度から外し、自費購入（一部自治体の助成）に変えようとしています。また、介護保険と同様に、利用限度額を設定しようとしています。そして厚労省は市区町村支援事業の削減をしようとしています。これらは、障害者から介助を受け、地域に生き生活をする権利を奪う政策です。作業所に対しても、就労至上主義を押し付けるため、一般就労させた成果や工賃の金額によって、ますます報酬に差をつけようとしています。障害年金制度から多くの障害者を排除していく動きもあります。

　また、経済財政諮問会議では、社会保障を歳出削減の中心に位置づけています。介護保険サービスの給付対象から、要介護1・2の人を外し、サービスを自費で購入させ、利用者負担を基本的に２割とし、ひと月当たりの支払いの限度額も引き上げる。　医療についても高齢者の窓口負担を２割に引き上げ、受診時定額負担を別途徴収する。生活保護については、生活扶助の部分から医療費負担を行わせ、また、制度利用の更新制をも作ろうとしています。

　そして、「人生の最終段階における医療の在り方の検討」という言葉で、「尊厳死」の推進を打ち出しています。撤廃すべきと考える、障害者総合支援法の介護保険優先原則も変わらないままです。

　政府は、この社会保障制度の大改悪を、2018年度までを集中期間として行おうとしています。「障害者総合支援法」の改定は来年（16年）の通常国会であり、ここでの私たちの戦いが、その後の状況をも大きく左右させていくものと考えます。

　最後に、私たちは、今般の安保関連法制に絶対反対します。安倍政権は安保関連法案＝戦争法案を強行採決しました。戦争は、人の生きる権利を合法的に奪うものです。そういう状況下では、病気や障害のある私たちは差別されるでしょう。私たちが求めてきた、一人一人が尊重され、多様な生き方を認める捉え方は存在しません。また、安保関連法制を進めることは、政府の障害者権利条約を批准し、差別解消法を施行しようとする姿勢とは相反するものです。　私たちの目指すものは、国境や民族をも超えて、ともに生きることです。

障害者団体のみなさん、市民のみなさん、戦争法の発動を許さない運動を進め、だれもがともに生きるための闘いを、より強力に、より広い連帯を作りながら闘っていきましょう。

2015年10月29日

　「骨格提言」の完全実現を求める10.29大フォーラム　参加者一同

【シュプレヒコール】

・
私たち抜きに　私たちのことを決めるな！

・
生きぬくためにつながろう！　当事者は団結しよう！

・
骨格提言を実現しろ！

・
基本合意を守れ！

・
虐待するな！　差別するな！

・
精神科病棟転換型居住系施設反対 ！

・
虐待防止法を見直せ！　病院と学校を対象にしろ！

・
予防拘禁法を廃止しろ！

・
施設や病院に隔離するな！　地域移行を進めろ！

・
地域で暮らす住宅を保障しろ！

・
難病に谷間を残すな！　病名で排除するな！

・
パーソナルアシスタンスをつくれ！

・
見守り介助は　生きるために必要だ！

・
必要な介助を保障しろ！

・
介護保険を押し付けるな！

・
地域の学校で共に学ぼう！

・
社会保障予算を増やせ！

・
生活保護の切り下げを許さないぞ！

・
障害基礎年金を改悪するな！

・
優生思想　反対！　いのちを選別するな！

・
出生前診断はいらない！

・
「尊厳死」法制化　反対！

・
介助者の生活を保障しろ！

・
戦争法も原発もいらない！

· 大フォーラムを続けるぞ！　私たちは闘うぞ！

「骨格提言」の完全実現を求める10.29大フォーラム　実行委員会

2015年10月31日現在

【賛同団体】（順不同）

日本脳性マヒ者協会「全国青い芝の会」／障害者の生活保障を要求する連絡会議（障害連）／ピープルファーストジャパン／全国「精神病」者集団／怒っているぞ！障害者切りすて！全国ネットワーク／障害児を普通学校へ・全国連絡会／難病をもつ人の地域自立生活を確立する会／全国ピアサポートネットワーク／NPO障害者権利擁護センターくれよんらいふ／神経筋疾患ネットワーク／人工呼吸器をつけた子の親の会（バクバクの会）／心神喪失者等医療観察法（予防拘禁法）を許すな！ネットワーク／自治労・障害労働者連絡会（障労連）／国立武蔵病院（精神）強制・隔離入院施設問題を考える会／兵庫県精神障害者連絡会／神奈川障害者自立生活支援センター／自立生活センター福岡／一般社団法人自立生活センター三田／特定非営利活動法人あいえるの会／NPOこらーる・たいとう／CILくにたち援助為センター／町田ヒューマンネットワーク／自立生活センター・グッドライフ／自立生活センターたいとう／自立生活センター・小平／スタジオIL文京／自立生活センター立川／自立生活センター・北／自立生活センター昭島／みたか街かど自立センター／CILふちゅう／NPO生活援助為センター／ピープルファースト東久留米／鈴木敬治さんと共に移動の自由をとりもどす会／ホームレス総合相談ネットワーク／医療扶助・人権ネットワーク／高齢者・障害者等の意思決定支援の実現を目指す司法書士の会／ガチャバンともに生きる会／特定非営利活動法人むく・魔法陣／スペースえるぶ／ＮＰＯ法人・たんぽぽ／基準該当事業所「新しい空」／グループ・飛躍／（特活）風雷社中／新党ひとりひとり／尼崎･伊丹三里塚実行委員会／部落解放同盟全国連合会茨城県連合会／福祉･介護･医療労働組合／自治労都東京都本部・地域福祉ユニオン東京／東京南部労働者組合／フットワーク新宿労働組合／東京一般労働組合葛飾福祉工場分会／NPO共に結／読書会通信／ゆうじ屋／全国一般労働組合東京南部・フットワーク新宿分会／世田谷介助者ユニオン／自立生活センターHANDS世田谷／他匿名1団体

【賛同個人】（順不同／敬称略）

和田たかお（前高槻市議会議員）／小西弘泰（富田町病院院長）／蒲牟田桂子（高槻医療福祉労組）／浅野俊夫（京都退職教員職員の会会員）／高見元博（兵庫県精神障害者連絡会）／平田義夫／木下俊子／木下廣子／田村文子／岩崎晶子（怒りネット関西）／高崎庄二／高橋亮也（狭山再審を求める市民の会・こうべ）／吉武仁貞／藤本孝一郎／糸数慶子（参議院議員）／小林律子／松野尾かおる（風をおこす女の会）／仲宗根朝寿（関西合同労組）／内田ひろき（柏市議会議員）／福島みずほ（参議院議員）／阿部知子（衆議院議員）／下元たか子（世田谷市民運動いち）／根本善之（世田谷地区労事務局長）／蜜山純子／武内和世／船山幸子／中村公徳（全国連北摂支部支部長）／蒲牟田宏／山本由美子／林田吉智／H・K／古谷史子（読書会通信）／山口弥生／林武文（ゆにおん同愛会）／篠原美恵子（NPO法人筋痛性脳脊髄炎の会）／横山礼子／山形重人（自立生活センターHANDS世田谷）／長谷川薫／浦松祥子（賃金と社会保障）／内山智絵／藤井豊味（社会運動家）／猿渡達明（IL文京）／盛田容子（怒りネット）／高橋和哉／坂本節子（立川市）／都筑菊枝（武蔵村山市）／阿井公夫（千葉県断酒会会長）／武藤光政（千葉県市川市）／佐々木真紀／小野達雄（埼玉県所沢市）／桜井隆夫／丸山敬子／柴田靖子（東京都目黒区）／小堺亮（地域でくらすための東京ネットワーク）／良元竜次（STEPえどがわ代表）／榊原ヨウ子／金丸博／有馬秀雄（怒りネット）／番場昭子／弥永修（尼崎･伊丹三里塚実行委員会）／和泉健一／松田耕典／市村善之／佐々木伸良／大和恒朗／梶原義行／実方裕二（ゆうじ屋）／中沢浩二（大阪府）／吉田忠智（参議院議員・社民党党首）／高野秀子／粕谷嘉子（NPO法人世田谷さくら会）／福井漻子（米軍Xバンド基地反対京都連絡会）／西沢光治（東京･世田谷）／大河内智彦（このまま進むと困っちゃう人々の会）／和泉正明（東京都）／久保貴代子（大田区）／高橋晶子（足立区）／安藤裕子／村石朱理（大田区）／藤堂利寿／山本太郎（参議院議員）／辻安光／橋田秀美／川田龍平（参議院議員）／高橋史帆（スタジオワーク平塚）／高橋正次／大畑喜一郎／清水基（大津）／三牧建一（京都市）／武市常雄（アムネスティ京都G）／新城せつこ（杉並区議会議員）／槌谷博通／山本孝一／黒田浩康／橋本裕子（NPO線維筋痛症友の会理事長）／熊谷賀子／齊藤進治／益留俊樹（自立支援企画）／上田要／安平俊／小野和佳／小西智一郎／渡辺英夫／坂根輝吉（京都ユーガネットワーク）／乙幡太郎／杉本博幸／池永真二／中村茂明／森江葉子／南雲君江／猪山固太郎／酒井ひとみ／関口明彦／酒井修二／宇野勝実／河本のぞみ／鴨治慎吾／神矢努／ごぼう／大橋邦男／栗原素子／水沼芳文／他匿名18名

【告知】

「骨格提言」の完全実現を求める　10.27大フォーラム

私たち抜きに　私たちのことを決めるな！～世代を越えて、声をあげよう！～

日　時：2016年10月27日（木）12：00～15：00（11時開場）

場　所 ：日比谷野外大音楽堂（東京・霞ヶ関）

【趣旨】

　「自分らしい生活をおくる権利は、障害・疾患・年齢に関係なく、だれにもある」。そのような あたりまえのことが日本では現在おおきくおびやかされ、これから、ないがしろにされようとしています。今こそ、声をあげる必要があります。

　わたしたち「『骨格提言』の完全実現を求める大フォーラム」は、2011年に障害当事者・関係者が政府とともに作った「障害者総合福祉法の骨格に関する総合福祉部会の提言」の完全実現を求めている団体です。

骨格提言では、障害・疾患・年齢で、人をわけない福祉を求めています。障害者権利条約の内容に合うものです。しかし政府は逆に、障害・疾患・年齢によって人の生活を制限することをしています。

例えば、子どもが出かけるとき等でヘルパーを使おうとしても月に十数時間しか使えず、成人になっても必要量が使えるとは限らない。医師等から一方的に「地域での生活は無理」とされた人は、病院や施設での生活を余儀なくされる。

65歳になる障害者は自治体から、介護保険を使うよう強くいわれ、65歳以上で障害をもった人は、社会に参加することを目的とする障害者総合支援法の利用がとてもむずかしい状況です。介護保険法では、介助サービスが細かくわかれているため、介助がおおく必要な人はどうしても自分の生活を制限しなければなりません。「高齢だから仕方ない」とし、重度の要介護者を我慢させるのは、あまりにひどすぎます。

財務省は昨年、人の生活を軽んじている状態にさらに追い打ちをかけるように、社会保障サービスをおおきく減らそうと提案しました。これは、2016年に総合支援法、2017年に介護保険法を改正するにあたっての、強権的なメッセージです。昨年12月、社会保障審議会の障害者部会は、財務省の方針に従うような報告書を出しています。

　ある基準によって人の生活を制限することは、愚策です。財務省の提案は、その愚策をおしすすめようとするものです。このおかしさに対して、障害種別・疾患名を越えて、世代を越えて、声をあげましょう。

【賛同をお願いします！】　個人 1 口 ￥500 団体1 口 ￥3,000
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